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論文内容の要旨
本論文は、全体が2つの部分からなっている。第 1草ー から第6草までがEUの開発援助政策の要であるロ
メ協定の成立、その内容の変遷について論じ、後半の第7章から第10堂までがロメ協定のあり方への多由ー
的な検討がなされている。
第 l章では、 EU開発援助政策の全体像が記述され、ロメ協定に先立つ第 l次連行協定、ヤウンデ協定、
アルーシア協定が概説される。第l次ロメ協定の成立経緯と内容が詳述され、第2、 3次ロメ協定もほぼ
同じ内谷であるとされる。
第2章では、町)ド(欧州開発基金〉の具体的成果、 STAREX(輸出所得安定化制度)の評価、 EC-ACP
貿易の実態が論じられ、意4次ロメ協定の内容が概括されている。この協定に至って制度内改革の限界に
達し、構造調整戦略の導入が岡られることになったとされる。
節3章では、ロメ協定の法的根拠問題を概観した上で、マーストリヒト条約での開発協力の位置づけが
検討される。同条約では、民主主義と法の支配、人権と基本的向由の尊重という政治的コンディショナリ
ティが導入され、 3つの iCJ概念 (Cornplernentari ty， Coherence，coordi na tion)によって援助効半の
向上が期待されていることが論じられる。
第 4章では、第4次ロメ協定における中間見直し協定の成立過程、合意内科を検討した上で、交渉の難
航した第8次EDFのEU各同による拠出割合をめぐる対抗関係が分析される。この対抗関係の背後には、 E
U開発援助政策への効率と結果重視の姿勢の考慮、援助対象地域のACP諸国から東欧、地中海地域への重
心移動、南アフリカのロメ協定への参加問題があることが解明されている。
第5章では、第1次ロメ協定成す-l直後の1970年代後半期におけるιEC.ACP貿易構造の分析が行われて
いる。ここではこの貿易関係が弱まっていることが指摘されている。
第6章では、ロメ協定をめぐる評価について、積極的評価、消極的評価、中間的立場に拠るものという
3つの分類から検討が行われている。構成各閏によるEDFへの拠出と知れへの事業落札との関連という観
点から、ロメ協定ート.での援助資金展開の問題について検討されている。
後半の最初の第7章では、欧州委員会によるグリーンペーパーの内容の詳細な利介、検討が行われてい
る。
第8章では、ロメ協定とグリーンペーパーの基本的スタンスとの比較が行われ、 ACPサイドからの同文
書に対する批判が詳細に検討されている。各批判がう該グリーンペーパーに盛り込まれた新白由主義的ア
プローチに基づ、く構造調整戦略に批判的であることが指摘されている。また、本章にはグリーンペーパー
に対するヨーロッパの研究者による批判を論じた補章 1と、 NGOグループによる批判である補章2が付さ
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れている。
第9章では、 GATT/WTO体制とロメ協定との整合性問題の検討が行われている。ロメ協定が、主とし
て、 ACPへの優遇措置の提供(非ACPに対する差別1)と逆特恵(優遇措置の非互恵的性格〉などにより、
世界貿易の自由化体制とは基本的に両立し得ないと論じられている。
最終章である第10章では、 Eじ開発援助政策における「特権ピラミッド」の崩壊が論じられる。ロメ協定
は20年以上もの問、この「ピラミッド」の頂点にありつづ、けたが、結果として南北問での~IEO (新国際経
済秩序〉の追求というパラダイムの転換を実現できず、 ACPのテイクオフという効果をもたらすこともで
きなかったと結論される。
論文審査の結果の要旨
EU (欧州連合)は、 2002年1月1日を期して1ヵ国をもって新通貨を発行し、通貨統合を完成させるに
至ったが、これは1957年におけるEEC発足以来の長期にわたる経前統合の成果である。その後の)'~Cの形成、
拡大、 1992年の市場統合の完成、さらには1993年のマーストリヒト条約による欧州の政治・経済統合の決
定によって統一欧州、|の形成へと進んでいる。
本論文は、 1970年代iこEU加盟国がACP地域(アフリカ、カ l)ブ海、太半洋地域)にかつて抱えていた旧
植民地諸国との閣で締結した貿易・援助協定であるロメ協定を中心にして、 EUの開発援助政策の変遷を歴
史的に分析した研究であるc すなわち、第1次ロメ協定(1975年)は、 ACP諸国からEEC市場への輸出品に
対する関税と課徴金の全廃、 ACP諸国の輪山所得の減少を補償する輸出所得安定化制度 (STABEX)、金
融・技術協力、 ACP諸国も参加した協定管理機関の形成など、きわめて野心的な措置や制度を盛り込んだ
ものであったが、マーストリヒト条約を転機として、援助をi¥CP諸国の中の最貧国に集中するとともに、
「民主主義、法の支配、人権、基本的自由」の尊重という政治的コンディショナリティーが援助供与の前提
に据えられるようになり、それは、「契約性とパートナーシップからコンディショナリティーと支配へJの
ロメ協定の変質 (P・93)であったというのが前田氏の基本的主張点である。
このような結論を導き出すために、前田氏は大量の英語、仏語を駆使してロメ協定の変選の跡づけ、貿
易関係の分折、マーストリヒト条約との関連、 1996年グリーンペーパーの検討、さらにはロメ協定と
GATT、WTO体制との関連について詳細に検討を加えた。
第l次ロメ協定が、相互主義原則lの放棄(一方的な輸出特恵供与)、対等なパートナーシップ、途上国に
とって死活的に重要な輸出所得の安定保証など、きわめて大きな開発支援を内答とするものであり、これ
がその後の過程でどのように変化してきたのかを突きとめるという課題を前田氏には設定し、それを詳細
に跡づけることによってEC、EUの開発援助政策を明らかにすることに成功していると評価しうる。
より具体的に言えば、第1に、このテーマに関しては邦語文献でも先行研究は存在するが、法学的観点
からの考察を中心としたものや政治学的アプローチにもとづくものに止まるるのであるのに対し、前凶氏
の研究はACP諸国とEUとの通商関係の動態をも射程に入れたロメ協定の包括的な経済学的分析として評価
しうる。
第2に、日じの開発援助政策の変遷をそれ自体として孤立させることなく、 EUのその他の戦略目標や政
策、加盟国のナショナルな利害関心、加盟国の拡大、世界経済システムや貿易体制の構造的変動との関連
で広い視野から政治経済学的に分析されている。
第3に、前町民は、ロメ協定の「変質」を問題としつつ、その分析の祝格はI.MV，世界銀行が途上国への
融資の条件としている「構造調整プログラム」と変化しつつあるロメ協定とアナロジーしつつ、その「変質」
の必然、性を導き出している。
第いこ、欧州委員会を初めとするEじゃ加盟各凶の公式文書はもとより、大量の英語、仏語丈献を駆使し
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ながら、欧州委員会の公式見解を無批判に受け入れることなく、独自の批判的分析がなされている。
以上の4つの評価点に加えて、若干の問題点を今後の研究への期待をも込めて指摘すれば以卜.のように
なろう。
Eじの開発援助政策の変遷をIMF、世界銀行の「構造調整プログラムJに見られた新自由主義的アプロー
チと電ね合わせる傾向が見受けられるが、アジア危機以後の世界銀行の新しい路線との関連にも一層の注
意が必要であろうということである。
さらに、本論文は開発援助についての労作であるが、中長期の統計を用いた貿易関係の分析、開発援助
事例の研究にも配慮する必要があろうということである。
前田氏の研究は、上記の4つの評価庖を考慮し、また、本研究が、 EUの開発援助政策への政治経済学的
研究としては我が園においてはほとんど初めてのものであることを考慮して、博士(経済学)の学位を授
与するに値するものと判定する。
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